
 

 

 

 
平成25年11月28日 

各 位 
  会 社 名     日本鋳鉄管株式会社 

 
 

代表者名       代表取締役社長  秋田 眞次 
（コード：5612、東証第１部）

 
 

問合せ先      取締役管理本部長 安田 勉 
（TEL     0480－85－1101 ）

 

 

連結子会社との吸収合併契約締結(簡易合併・略式合併)に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成25年11月28日開催の取締役会において、連結子会社である利根鉄工株式会社を吸収

合併することを決議し、吸収合併契約を締結いたしましたので下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本吸収合併は当社100％出資の連結子会社を対象とする簡易合併・略式合併であるため、

開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

 

１．吸収合併の目的 

利根鉄工株式会社とは、当社の異形管等の製造会社としてこれまでも緊密な連携関係を築いて

まいりましたが、今後更なる意思決定の迅速化と組織運営の効率化を図り経営基盤を強化するこ

とを目的として、当該子会社を吸収合併することといたしました。 

 

２．吸収合併の要旨 

（１）吸収合併の日程 

吸収合併契約承認取締役会 平成25年11月28日（木） 

吸収合併契約締結     平成25年11月28日（木） 

吸収合併効力発生日    平成26年４月１日（火）（予定） 

� （注）この吸収合併は、当社において会社法第796条第３項に基づく簡易吸収合併であり、

当該子会社においては、会社法第784 条第１項に基づく略式吸収合併であるため、

いずれも株主総会の承認を得ることなく行うものであります。 

�  

（２）吸収合併の方式 

当社を存続会社、利根鉄工株式会社を消滅会社とする吸収合併方式で、利根鉄工株式会社

は解散いたします。 

 

（３）吸収合併に係る割当ての内容 

当社は、利根鉄工株式会社の発行済株式の全てを所有しているため、株式割当てその他の

合併対価の交付はありません。 

 

（４）吸収合併に伴う消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

３．合併当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

（１） 名 称 日本鋳鉄管株式会社 利根鉄工株式会社 

（２） 所 在 地 東京都中央区築地二丁目12番10号
群馬県佐波郡玉村町大字福島 122

番地の１ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 秋田 眞次 代表取締役社長 飯野 栄樹 

（４） 事 業 内 容 

・ 鋳鉄管、樹脂管、鉄蓋、ガス水

道設備、機械器具、その他鋳造

鋳物の製造並びに販売 

・ 上記に関連する工事請負及びそ

の他各種建設工事の設計、施工並

びに請負 

・ 上記に付帯又は関連する一切の

事業 

・ 鋳鉄製品、瓦斯水道用機械器具

の製造仕入並びに販売 

・ 鋳鉄製品、製造用材料並びに自

動車部品、板金加工及び工作機

械、精密機械の仕入れ並びに販

売 

・ 上記に付帯又は関連する一切

の業務 

（５） 資 本 金 1,855 百万円 20 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 12 年 10 月 15 日 昭和 36 年 11 月 24 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 32,930,749 株 40,000 株 

（８） 決 算 期 3 月 31 日 3 月 31 日 

（９） 大株主及び持株比率 
ＪＦＥスチール株式会社

東京瓦斯株式会社      

29.15% 

10.12% 
日本鋳鉄管株式会社 100.00%

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決 算 期 平成 25 年 3 月期(連結) 平成 25 年 3 月期(単体) 

純 資 産 10,620 百万円 304 百万円 

総 資 産 17,818 百万円 879 百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 29.63 円 7,617.05 円 

売 上 高 14,274 百万円 1,231 百万円 

営 業 利 益 1,492 百万円 △23 百万円 

経 常 利 益 1,542 百万円 △28 百万円 

当 期 純 利 益 975 百万円 △19 百万円 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 318.08 円 △478.40 円 

 

４．吸収合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更 

はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の100％子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響はありません。 

 

 

以 上 


